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地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

特 記 事 項

注 １　該当する□には，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

 　２　「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

 　３　「基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の量又は原単位の数値の平均をいいます。

 　４　「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

老朽化した空調機および照明器器具を年次計画に基づき高効率タイプのものに更
新した。ボイラー設備を廃止した。
FLR照明器具を高効率タイプに更新した。不要点灯防止の為、人感センサーにて
制御出来る用更新した。
改修工事に伴い老朽化した空調機及び照明器具をＬＥＤ・Ｈｆ型等の省エネタイ
プに更新した。
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平成23年4月から平成26年3月まで

平成22年度を基準に平成23～25年度の温室効果ガス排出量を年平均3%削減する。
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今年度も6月に環境科学センター主催の公開講演会「緑の地球と共に生きる」を開催した。

上記の措置を実施した結果に対する自
己評価

自動車通勤者への経費負担を強いることにより、自動車通勤にマイナス
のインセンティブを与えられた。

計画以上に削減できた。
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平成23年10月より学内駐車場利用の有料化を実施した。
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環境・施設委員会およびエネルギー管理専門部会を中心に実施計画を作成し、EMS活動の一環として省エネ活動
を推進する。
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